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物流の現状
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物流業界の概要 ～貨物輸送量の推移（トンキロ）～

■近年の国内貨物のモード別輸送トンキロは、自動車が約５割、内航海運が約４割を占め、鉄道の占める割合は
全体の５％程度。

出典：情報政策本部「自動車輸送統計年報」「鉄道輸送統計」「内航船舶輸送統計年報」「航空輸送統計年報」より作成
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物流業界の規模

運輸業界は約４０兆円産業。うち、物流業界は約２６兆円を占める一大産業。
物流業界は、全産業就業者数の約４％を占めている。

営業収入 労働就業者 ＜2017年＞＜2016年度＞

運輸業界の総額：約40兆円 運輸業界の総就業者数：約330万人
※通運業界（約7千人）は物流業界の総就業
者数（約254万人）の約0.3％

１ 営業収入は2016年度事業実績報告書（一部2015年度事業実績報告書）等から、国土交通省物流政策課作成。
２ 労働就業者数は、総務省「労働力調査」2017年（水運業は「物流」に算入。）から国土交通省物流政策課作成。
３ 旅客運送の営業収入については、一部中小事業者を除く。

【注】

物流事業者の種類

トラック運送事業 （62,276者）

ＪＲ貨物 （1者）

内航海運業 （3,466者）

外航海運業 （194者）

港湾運送業 （865者）

航空貨物運送事業 （22者）

鉄道利用運送事業 （1,095者）

外航利用運送事業（989者）

航空利用運送事業（195者）

倉庫業（6,036者）

トラックターミナル業（16者）

＜2016年度＞

物流

約26

兆円

旅客

運送

約14

兆円
物流

約254万人

旅客運送

約76万人
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※通運業界（約３千億円）は物流営業収
入（約26兆円）の約１.2％
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世界の物流事業者上位５０社 （２０１６年 総収入）

【出典】 The Journal of Commerce “Top 50 Global Transportation Providers”より国土交通省総合政策局国際物流課作成

（百万米ドル）
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○ 世界の大手物流事業者の売上規模の上位は、欧米系物流事業者に占められている。
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川崎汽船 【日】（海運）

NORFOLK SOUTHERN 【米】（鉄道）

DSV 【丁】（3PL)
COSCO GROUP 【中】（海運）

CSX 【米】（鉄道）

SNCF GEODIS 【仏】（3PL）

C.H.ROBINSON WORLDWIDE 【米】（3PL）

ヤマトＨＤ 【日】（小包）

商船三井 【日】（海運）

日本通運 【日】（3PL）

XPO LOGISTICS 【米】（3PL）

INDIAN RAILWAYS 【印】（鉄道）

CMA CGM 【仏】（海運）

日本郵船グループ 【日】（海運）

MEDITERRANEAN SHIPPING CO. 【瑞】（海運）

BURLINGTON NORTHERN SANTA FE 【米】（鉄…

UNION PACIFIC 【米】（鉄道）

KUEHNE +NAGEL 【瑞】（3PL）

DB SCHENKER 【独】（3PL）

RUSSIAN RAILWAYS 【露】（鉄道）

MAERSK GROUP 【丁】（海運）

CHINA RAILWAYS 【中】（鉄道）

DHL 【独】（3PL）

FEDEX 【米】（小包）

UPS 【米】（小包） 60,906
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日本郵便 33,270 （4位）
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YANG MING MARINE …
EVERGREEN 【台】（海運）

AGILITY 【Kuwait】（3PL）

SWIFT TRANSPORTATION 【米】…

HYUNDAI MERCHANT MARINE…

SCHNEIDER NATIONAL 【米】（陸…

CANADIAN PACIFIC 【加】（鉄道）

YRC WORLDWIDE 【米】（陸運）

RHENUS 【独】（3PL）

ORIENT OVERSEAS INT’L 【中】…

TOLL HOLDINGS 【豪】（3PL）

日立物流 【日】（3PL）

BOLLORE 【仏】(3PL)
EXPEDITORS INTERNATIONAL…

HAMBURG SÜD 【独】（海運）

DACHSER 【独】（3PL）

PANALPINA 【瑞】（3PL）

J.B. HUNT 【米】（陸運）

CEVA LOGISTICS 【蘭】（3PL）

DPD/GEOPOST 【仏】（小包）

SINOTRANS 【中】（3PL）

SAGAWA ＨＤ 【日】（小包）

HAPAG-LLOYD 【独】（海運）

S.F. EXPRESS 【中】（小包）

CANADIAN NATIONAL 【加】（鉄道）



直近の物流の変化
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②売上高物流コスト比率の動き

平成７年度 平成２７年度 平成３０年度

売上高物流コスト
比率（全業種）（※１）

6.13% 4.63%
＜0.76倍＞

4.95%

名目国内総生産
（GDP）（※２）

516.7兆円 532.1兆円
＜1.03倍＞

547.4兆円
(推計)

cf, 米国約８％、中国約１６％、韓国約１２％
※計算方法が異なるため単純比較できない

貨物一件あたりの貨物量の推移

物流件数の推移

売上高物流コスト比率の推移(全産業)

※ 出典：国土交通省
「全国貨物純流動調査
（物流センサス）」

※１ 出典：ＪＩＬＳ「2017年度物流コスト調査報告書」
※２ 出典：内閣府「国民経済計算（GDP統計）」
※３ 出典：ＪＩＬＳ「2015年度物流コスト調査報告書」

（※３）
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労働力不足の顕在化

出典：厚生労働省「労働経済動向調査」

＜トラックドライバーが不足して
いると感じている企業の割合＞

物流分野における労働力不足が近年顕在化。
トラックドライバーが不足していると感じている企業は増加傾向。2018年は約70%の
企業が「不足」又は「やや不足」と回答。

出典：全日本トラック協会「運送業界の景トラック況感」

※各年の第2四半期（7月～９月）の数値を掲載

（％）

計70％

約70％の企業が
ドライバー不足
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＜常用労働者の過不足状況＞

調査産業計

人手不足感が
強まっている

運輸業・郵便業



○ 総合物流施策大綱は、政府における物流施策や物流行政の指針を示し、関係省庁の連携により施策

の総合的・一体的な推進を図るものとして、１９９７年４月に５年計画として閣議決定。

○ これまで、様々な経済情勢等の変化や課題等を踏まえ、 ５回にわたって策定。

これまでの物流政策

1997－2001

（１）アジア太平洋地域で
もっとも利便性が高く魅力
的なサービス

（２）産業立地競争力の阻害
要因とならない物流コスト

（３）環境負荷の低減

目標と視点(第二次橋本内閣)

2001－2005

（１）コストを含めて国際的に
競争力のある水準の
物流市場の構築

（２）環境負荷を低減させる
物流体系の構築と循環型
社会への貢献

目標と視点(第一次小泉内閣)

2005－2009

（１）スピーディーでシームレスかつ低廉
な国際・国内一体となった物流の実現

（２）「グリーン物流」など効率的で環境
にやさしい物流の実現

（３）国民生活の安全・安心を支える
物流システムの実現

（４）ディマンドサイドを重視した効率的
物流システムの実現

目標と視点(第三次小泉内閣)

2009－2013

（１）グローバルサプライチェーン
を支える効率的物流の実現

（２）環境負荷の少ない物流の
実現等

（３）安全・確実な物流の確保等

目標と視点(麻生内閣)

2013－2017

「強い経済の再生と成長を支える物流シス
テムの構築～国内外でムリ・ムダ・ムラの
ない全体最適な物流の実現～」

（１）産業活動と国民生活を支える効率的
な物流の実現
（２）さらなる環境負荷の低減に向けた取組
（３）安全・安心の確保に向けた取組

目標と視点(第二次安倍内閣)

高品質で低コスト
の物流を目指す

・規制政策
・公共事業
見直し 等

○社会的
課題への
積極的対応

○構造改革
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今後の物流政策に向けて

物流サービスの品質向上と物流コストの削減を達成する一方、近年、その持続性・安定性の劣化が顕在化。

事例１） ２０１３年

LNG燃料船

リーマンショック以降でトラックドライバーの有効求人倍率がはじめて1.0を越え、1.28（産業全体0.87）となり、人手不足が深刻化。

事例２） ２０１４年２～３月

消費税増税の駆け込み需要によるトラック等の輸送力不足が顕在化し、生産調整を余儀なくされる荷主企業も出現。

事例３） ２０１７年１月～

宅配便大手事業者が、急速に伸びる小口消費関連貨物の需要に対応しきれず、受取総量の抑制と永年凍結してきた運賃改定
を余儀なくされた。深刻な人手不足を現場のオペレーション上の工夫のみで対応する方法では、同社の高品質なサービスレベ
ルを維持することは困難との判断。

①深刻な人手不足、労働力デフレ、過剰サービス問題に正面から向き合う

②物流コスト削減一辺倒から価値創造とその適正分配へ転換

③物流サイドだけでなくサプライチェーン全体での改革が不可欠

サービスレベルとそのコストに見合うプライスという取引環境を整えると
ともに、働き方・運び方の改革を加速させることが重要。

■新しい総合物流施策大綱では

8



民 間 + 各 省 庁 等 の 連 携 に よ る 施 策 の 推 進

物 流 の 生 産 性 向 上

(1) モーダルコネクトの強化等による輸送効率向上

(1) 災害等のリスクに備える

(2) 地球環境問題に備える

(2) 道路・海上・航空・鉄道の機能強化

(3) 物流施設の機能強化

(4) 物流を考慮した地域づくり

(2) 透明性を高めるための環境整備を進める

(1) 連携・協働による物流の効率化

(2) 連携・協働を円滑化するための環境整備

(3) アジアを中心としたサプライチェーンの
シームレス化 ・高付加価値化

［１］サプライチェーン全体の効率化・価値
創造に資するとともにそれ自体が高い
付加価値を生み出す物流への変革
～競争から共創へ～

［１］サプライチェーン全体の効率化・価値
創造に資するとともにそれ自体が高い
付加価値を生み出す物流への変革
～競争から共創へ～

＜繋がる＞ ＜支える＞

［３］ストック効果発現等のインフラの機能強化
による効率的な物流の実現
～ハードインフラ・ソフトインフラ一体となった

社会インフラとしての機能向上～

［３］ストック効果発現等のインフラの機能強化
による効率的な物流の実現
～ハードインフラ・ソフトインフラ一体となった

社会インフラとしての機能向上～

＜備える＞

［４］災害等のリスク・地球環境問題に対応
するサステイナブルな物流の構築

［４］災害等のリスク・地球環境問題に対応
するサステイナブルな物流の構築

◆ 物流は、我が国の産業競争力の強化、豊かな国民生活の実現と地方創生を支える、社会インフラであり、途切れさせてはならない。

◆ 近年、第４次産業革命や通販事業の拡大など社会状況が大きく変化し、今後も更なる少子高齢化等が進展。

◆ 社会状況の変化や新たな課題に対応できる「強い物流」を構築するために、 2017年7月28日に「総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）」を
閣議決定し、物流の生産性向上に向けた６つの視点からの取組を推進。

(2) 隊列走行及び自動運転
による運送の効率化

(5) 船舶のIoT化・自動運航船

(3) ドローンの活用

(4)物流施設の自動化・機械化

［５］新技術（IoT、BD、
AI等）の活用による

“物流革命”

物流分野での新技術を
活用した新規産業の創出

＋＋

＜革命的に変化する＞

(1) IoT、BD、AI 等の活用
によるサプライチェーン
全体最適化の促進等

(1) サービスと対価との関係の明確化

(3) 付加価値を生む業務への集中・誰もが
活躍できる物流への転換

＜見える＞

［２］物流の透明化・効率化とそれを通じた
働き方改革の実現

［２］物流の透明化・効率化とそれを通じた
働き方改革の実現

(1) 物流現場の多様な
人材の確保や高度化
する物流システムの
マネジメントを行う人材
の育成等

(2) 物流に対する理解
を深めるための
啓発活動

＜育てる＞

［６］人材の確保・育成
＋

物流への理解を
深めるための

国民への啓発活動等

［６］人材の確保・育成
＋

物流への理解を
深めるための

国民への啓発活動等

総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）の概要

9
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【１】サプライチェーン全体の効率化・価値創造に
資するとともにそれ自体が高い付加価値を

生み出す物流への変革

～競争から共創へ～

＜繋がる＞



連携・協働による物流の効率化と連携・協働を円滑化するための環境整備

消費者

輸送

航空輸送

陸上輸送

鉄道輸送

実運送

輸送

消費

生産

製品工場

消費者

荷役

港湾運送等

店舗

輸送

海上輸送

○ 曜日等の物流量の変動に
ついて、商習慣の見直し等に
よる波動の平準化

物流量の変動

曜日変動

荷
量

○ 共同物流による積載率向上、
倉庫や車両の稼働率向上

ミルクラン
（複数仕入先からの集貨を共同化）

ムラ、ムダをなくす、モード間の連携・協働で輸送の効率化

○ 事業者間で受け渡す
荷物データの標準化に
より連携を円滑化

○ パレット使用の促進等
荷姿の標準化により、荷役
作業の効率化や積載・保
管効率の向上

梱包

卸売

物流センター

倉庫

保管

流通加工
(検品、組立、
ラベル貼付等)

小売

物流センター

保管

梱包

流通加工
(個包装、店舗
別仕分け等)

倉庫

荷物データの流れ

データの標準化 ユニットロードの標準化

○ 荷主、物流事業者等の物流に関係する者全員による、調達物流の改善、物流と製造の一体化等も含めた製・配・販全体として
の効率化と付加価値の向上を図るため、改正物流効率化法による支援、官民での検討の場の設置。

＜繋がる＞

トラックの積載効率 ： 39.9%（2016年度） ⇒ 50%（2020年度） 11



物流総合効率化法の概要

○ 京都議定書（平成１７年２月発効）により運輸部門におけるCO2排出量削減が急務と

なったこと等を踏まえ、平成１７年１０月１日に、物流総合効率化法（物効法）が施行。

○ 物流分野における労働力不足や多頻度小口輸送の進展等に対応するため、平成２８年

１０月１日に物効法が 改正 。

【流通業務総合効率化事業の要件】

• ２以上の者（法人格が別の者）が連携すること。

• 流通業務（輸送、保管、荷さばき及び流通加工）を一体的に実施すること。

• 輸送網の集約、モーダルシフト、配送の共同化等の輸送の合理化により流通業務を効率

化すること。

• 物資の流通に伴う環境への負荷の低減に資するとともに、流通業務の省力化を伴うもの

であること。

【特定流通業務施設の要件】

• 一定規模の流通業務施設（トラックターミナル、卸売市場、倉庫又は上屋）であって、
高速自動車国道のIC等の物資の流通の結節点となるインフラ等の近傍に立地し、トラッ

ク予約受付システム等の設備を有するもの。
（青字が主な変更点）

物効法の概要

＜繋がる＞
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物流総合効率化法（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律）の概要

・我が国産業の国際競争力の強化
・消費者の需要の高度化・多様化に伴う

貨物の小口化・多頻度化等への対応
・環境負荷の低減
・流通業務に必要な労働力の確保

目的

二以上の者が連携して、流通業務の総合化（輸送、保管、荷さ
ばき及び流通加工を一体的に行うこと。）及び効率化（輸送の
合理化）を図る事業であって、環境負荷の低減及び省力化に
資するもの（流通業務総合効率化事業）を認定し、認定された
事業に対して支援を行う。

制度の概要

支援対象となる物流総合効率化事業の例

納品先

納品先

荷捌き用上屋

流通加工場

従来型倉庫

納品先

輸送連携型
倉庫

（特定流通
業務施設）

輸入

長距離トラック輸送

納品先

納
品
先

低積載率による個別納品

納
品
先

工場

計画 計画 計画

輸送網の集約 輸配送の共同化 モーダルシフト

高積載率な一括納品 鉄道・船舶等を活用した大量輸送

非効率・分散した輸送網

効率化・集約化された輸送網

支援措置

大
臣
認
定

① 事業の立ち上げ・実施の促進
・計画策定経費・運行経費の補助
・事業開始に当たっての、倉庫業、

貨物自動車運送事業等の許可等
のみなし

② 必要な施設・設備等への支援
・輸送連携型倉庫への税制特例
→法人税・所得税：割増償却１０％（５年間）
→固定資産税・都市計画税：

課税標準 １／２（５年間）等

・施設の立地規制に関する配慮
→市街化調整区域の開発許可に係る配慮

・旅客鉄道を活用した貨物輸送への
税制特例（貨物用車両・搬送装置）
→固定資産税：課税標準２／３（５年間）等

③ 中小企業者等に対する支援
・信用保険制度の限度額の拡充
・長期無利子貸付制度 等

＜繋がる＞
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物流分野における労働力不足が深刻化する中、2以上の者の連携により物流の省力化・効率化を図
り、また環境負荷低減にもつながる優良な取り組みを多数認定。
（平成28年10月～平成30年12月の間で、「123件」の総合効率化計画を認定）

CO2削減量

注）複数の累計に該当する取組は類型毎に集計

様々な品目で幅広く認定優良な取組を認定

省力化量

▲5.7万t-CO2/ 年

▲74万時間/年の省力化に相当

約647万本のスギの二酸化
炭素吸収量に相当

（このスギの本数を面積に換
算すると、約64.7km2=浜名
湖(64.92km2)の面積に匹敵）

出典）林野庁HP計算式より物流政策課作成

約359人のトラックドライバーに
相当する労働力の確保

出典）毎月勤労調査（厚生労働省）より 物流政策課作成

類型別 主要取扱品目別

項目 件数

モーダルシフト 57
輸配送の共同化 11
輸送網の集約 65
その他（業務の平準化） 1

荷待ち時間の削減 「トラック予約受付システム」
を39件導入

軽工業品
31%

雑工業品
20%

金属機械工業品
14%

特殊品
13%

農水産品
12%

化学工業品
8%

排出物
1%

鉱産品
1%

＜繋がる＞
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類型別

総合効率化計画のうち、「モーダルシフト」の取り組みは57件。このうち貨物鉄道への転換は28件（5割）
で内航海運への転換は26件（5割）。鉄道輸送や海上輸送が競争力を発揮する長距離輸送（500km以
上）だけでなく、それを下回る距離で取り組む事例が複数見られた。

発着ルート間

〇モーダルシフト事例の分析

鉄道5割、内航船舶5割 関東～九州間など長距離間の輸送が大
半を占める。
一方で、比較的短距離の事例も出現

物流総合効率化法（改正）施行後に、中・短距離間でのモー
ダルシフト事例が出てきた背景として、ドライバー不足のリ
スクへの対応とともに、2者以上の連携による取組を支援す
る物効法も後押しとなっているものと推測。 15

フェリー
18

RORO
7

両方
1

自動車
運搬船

1

鉄道への
転換
29

船舶への
転換
28

INVERTER
HI-TECH LOCO

コン
テナ
船
1

長距離（500km～）
47

中距離

（300km前後）
4

短距離

（100km前後）
6

57

総合効率化計画の実績と効果② ＜繋がる＞



輸送機関別のＣＯ２排出量原単位
（１トンの貨物を１ｋｍ輸送したときのＣＯ２排出量）：２０１６年度実績）

○モーダルシフトの効果

0 50 100 150 200 250

トラック
（営業用）

内航海運

貨物鉄道

（ｇ-ＣＯ２／トンキロ）

240

21
１

１１

39

国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィスのデータ及び各輸送機関の統計資料を元に国土交通省作成。

１

６

<参考> 他のモードのCO2排出量原単位 自家用トラック ： 1,159

16

総合効率化計画の実績と効果③ ＜繋がる＞



関
西
地
区
貨
物
駅※

実施主体

日本通運（株）、アサヒビール（株）、キリングループロジ
スティクス（株）、サッポロビール（株）、サントリー
MONOZUKURIエキスパート（株）、日本貨物鉄道（株）

事業内容

関西・中国～九州間のビール等飲料品の輸送について、トラック輸送から同
業4社による専用列車を利用した鉄道コンテナ輸送に転換する。

凡例

トラック

鉄道輸送

九州地区
各社物流拠点

転換後

特徴 効果

• CO2排出削減量：約1,500t-CO2/年（74%削減）
• ドライバー運転時間省力化：約19,000時間/年（85%削減）

• トラックから専用の列車を利用した鉄道輸送への共
同モーダルシフト

• 距離：最長約700km
• 輸送量：24,000t/年

転換前

関西・岡山地区
各社物流拠点

九
州
地
区
貨
物
駅※

【事例①】 関西・中国～九州エリアにおける同業他社との専用列車を活用した鉄道モーダルシフト

関
西
地
区

各
社
物
流
拠
点

九州地区
各社物流拠点

• 距離：10～120km
• 距離：最長約800km

• 距離：30km程度

桃太郎

岡
山
貨
物
タ
ー
ミ
ナ
ル
駅

岡山地区
各社物流拠点

• 距離：90km程度

※拠点からの距離に応じて、京都・百済・大阪・吹田貨物ターミナルを利用

※一部の輸送については鉄道・船舶を利用

※拠点からの距離に応じて、鳥栖・熊本・福岡貨物ターミナルを利用

専用列車による輸送
（復路は通常の列車）

平成30年7月2日 認定

＜繋がる＞
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吹
田
貨
物
タ
ー
ミ
ナ
ル
駅

【事例②】 一部貸切列車を利用した鉄道輸送へのモーダルシフト

実施主体

西濃運輸（株）
日本貨物鉄道（株）

事業内容

近畿地区～東北地区の特別積合せ運送における幹線輸送について、一部貸し切り
列車を利用したモーダルシフトに転換する。

転換後

特徴 効果

• CO2排出削減量 5,771.1t-CO2/年（64.1%削減）
• ドライバー運転時間省力化 133,944時間/年（78.4%削減）

• トラックから31ft鉄道コンテナを利用した
鉄道輸送へのモーダルシフト

転換前

【10tトラック】滋賀①・大阪⑧・兵庫⑥ 【14.5tトレーラ】京都①・大阪⑥・兵庫②

24便

【10tトラック】岩手①・秋田①・宮城①・山形③・福島⑥ 【14.5tトレーラ】岩手①・宮城⑤・福島③

21便

滋賀県①
京都府①
大阪府⑦
兵庫県⑤

岩手県①
宮城県①
秋田県①
山形県①
福島県②

※ 赤丸数字は車両数 青丸数字は発事業所数

※ 赤丸数字は車両数
青丸数字は発事業所数

滋賀県①①
京都府①②
大阪府⑩⑮
兵庫県⑤⑩
奈良県①①
和歌山県①①

岩手県①②
宮城県①⑯
秋田県①①
山形県①③
福島県②⑧

22：13発 翌9：14着 翌12：40着
15両 31ftコンテナ×30本

15両 31ftコンテナ×30本
（実コン21本・空コン9本） 22：35発翌2：37発翌15：45着

郡
山
貨
物
タ
ー
ミ
ナ
ル
駅

仙

台

港

駅

平成30年8月1日 認定

＜繋がる＞
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【事例③】 貨物鉄道を利用する雑貨物輸送のモーダルシフト

実施主体

四国西濃運輸（株）
日本貨物鉄道（株）

事業内容

四国⇒関東の雑貨物の幹線輸送について、鉄道貨物輸送を活用したモーダルシフ
トを行う。

転換後

特徴 効果

• CO2排出削減量 74.5t-CO2/年（51.3%削減）
• ドライバー運転時間省力化 1,300時間/年（66.3%削減）

• トラックから31ft鉄道コンテナを利用した
鉄道輸送へのモーダルシフト

転換前

四国西濃運輸（株）
出荷拠点

（香川県観音寺市）

西濃運輸（株）
物流センター

（埼玉県さいたま市）

姫
路
貨
物
駅

東
京
貨
物

タ
ー
ミ
ナ
ル
駅

四国西濃運輸（株）
出荷拠点

（香川県観音寺市）

西濃運輸（株）
物流センター

（埼玉県さいたま市）

約770km / 1,760t / 年

約190km 約60km約650km

平成30年12月4日 認定

＜繋がる＞
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【２】物流の透明化・効率化とそれを通じた
働き方改革の実現

20

＜見える＞



「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」の概要
－長時間労働にブレーキ、生産性向上にアクセル－

～「運び方改革」と３Ａ（安全・安心・安定）労働の実現に向けた88施策～

①輸送効率の向上
・輸送分野別の取組の強化★
・長時間労働を是正するためのガイドラインの作成・見直し
・トラック予約受付システムの導入促進（荷待ち時間短縮）
・機械荷役への転換促進（荷役時間短縮）
・高速道路の有効活用（走行時間短縮）
・宅配ボックスの普及促進（再配達削減）
・ダブル連結トラックの導入促進（車両の大型化）

②潜在需要の喚起による収入増加
・インバウンド需要の取り込み★
・タクシーの配車アプリを活用した新サービス導入

③運転以外の業務も効率化
・IT点呼の更なる導入拡大★

Ⅱ．長時間労働是正のためのインセンティブ・抑止力の強化

（１）労働生産性の向上（１）労働生産性の向上

①「働き方改革の実現に向けた
アクションプラン」の実現支援
事業者団体による取組を支援

（２）多様な人材の確保・育成（２）多様な人材の確保・育成
①働きやすい環境の整備
・女性ドライバー等が運転しやすいトラックのあり方の検討★
・中継輸送の普及促進（泊まり勤務を日帰り勤務に）
・機械荷役への転換促進（力仕事からの解放）（再掲）
②運転者の確保
・第二種免許制度の在り方についての検討
・大型一種免許取得の職業訓練の実施

（３）取引環境の適正化
①荷主・元請等の協力の確保
・「ホワイト物流」実現国民運動（仮称）の推進★
・輸送分野別の取組の強化★（再掲）
・引越運送における人手不足対策の推進★
②運賃・料金の適正収受
・標準運送約款の改正趣旨の浸透促進★
・トラック事業者・荷主のコスト構成等への共通理解の形成促進★

自動車の運転業務への罰則付きの時間外労働の上限規制の導入（2024年4月予定）に向け、政府を挙げて以下の取組を強力に推進。

③労働時間管理の適正化の促進
ICTを活用した運行管理の普及方策の
検討・実施★

Ⅰ．長時間労働是正の環境整備

④行政処分の強化
新処分基準による行政処分の実施

「★」を付した施策は、「直ちに取り組む施策」
（2017年8月）以降の追加施策

②ホワイト経営の「見える化」
ホワイト経営に取り組む事業者の
認証制度の創設

【国】
【国】 【国】 【国】

【警・農・経・国・環】 【厚・農・国】

【国】

【国】

【警・厚・国】

【国】

【厚・農・経・国】

2018年5月
関係省庁
連絡会議
決定

21

＜見える＞



標準貨物利用運送約款の改正①

背景

貨物自動車運送事業における適正な運賃・料金の収受等の取引環境の改善に

取り組むため、自動車局貨物課において平成28年７月に「トラック運送業の適

正運賃・料金検討会」（以下「検討会」という。）を立ち上げ、適正な運賃・

料金収受に向けた方策等について検討を進めてきたところ、当該検討会におい

て、約３割の事業者が附帯業務料、車両留置料（手待ち時間料金）等が十分に

収受できていない実態を踏まえ、適正な運賃・料金の収受のため、運賃と料金

の範囲を明確化し、運賃とは別立てで料金を収受できる環境を整備する必要が

あるとされた。

このため、適正な運賃・料金の収受に向け、標準貨物自動車運送約款（平成

２年運輸省告示第５７５号）の一部を改正する等、所要の改正を行ったところ

であり、標準貨物利用運送約款においても、同様の改正を行った。

なお、改正の対象となる標準貨物利用運送約款は以下のとおり。

・標準貨物自動車利用運送約款（平成２年運輸省告示第５７９号）

・標準鉄道利用運送約款（平成２年運輸省告示第５８８号）

公布日：平成29年10月30日
施行日：平成29年11月 4日

22

＜見える＞



発地 着地

附帯業務料 附帯業務料

積込料 運賃附帯業務料 附帯業務料

待
機
時
間
料

待
機
時
間
料

現
状

は
い
作
業

車両による
発地→着地

の荷物の移動

積込み 取卸し

荷
待
ち

荷
造
り

出
庫
仕
分
け

検
収
・

検
品

横
持
ち
・

縦
持
ち

は
い
作
業

棚
入
れ

ラ
ベ
ル
貼
り

等

横
持
ち
・

縦
持
ち

検
収
・

検
品

入
庫
仕
分
け

荷
待
ち

改
正

取卸料

その他の費用その他の費用

運賃

＜運送＞

標準貨物利用運送約款の改正②

23

＜見える＞



【３】ストック効果発現等のインフラの機能強化による
効率的な物流の実現

～ハードインフラ・ソフトインフラ一体となった社会インフラとしての機能向上～

24

＜支える＞



防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（一部抜粋）

洗掘防止工、異常検知システムの導入等の豪雨対策

法面防護工等の斜面崩壊対策 鋼板巻きによる高架橋等の耐震補強等

○実施主体： 鉄道事業者

○期間： 2020年度まで

○内容：

橋脚の基礎部分をブロック等で補強すること（洗掘防止工）によって、
橋脚の洗掘に伴う橋梁の流失・傾斜を防止。

また、万が一、橋梁が傾斜する等の異常が発生した場合に、これをセ
ンターで検知し、列車が橋梁に進入することを防止する信号設備（異
常検知システム）を整備。

○実施主体： 鉄道事業者

○期間： 2020年度まで

○内容：

モルタル吹き付けやコンク
リート枠による補強（法面防
護工）等を実施し、線路内へ
の土砂流入等の被害を防止。

○実施主体： 鉄道事業者

○期間： 2020年度まで

○内容：

鉄板巻き等の耐震補強を実
施することで、高架橋等の大
規模地震による倒壊・損傷を
防止。

防災のための重要インフラ等の機能維持や国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持の
観点から、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策について、2018年度～2020年度の三年間で
集中的に実施。貨物鉄道に関連する対策のうち主なものは以下のとおり。

25

＜備える＞＜支える＞



幹線輸送の効率化（連結トラック、スワップボディコンテナ車両の活用）

日本のトラック輸送の積年の課題である低積載率やトラックドライバーの負担軽減及び生産性向上に有効

【活用例：中継輸送での活用】

スワップボディコンテナ車両の特長

○ 車体と荷台を簡易に分離することが可能
→荷待ち時間削減、積載率向上

○ けん引免許が不要
→ドライバー不足を解消

中継拠点で荷台を交換

拠点A

拠点B

拠点Ｃ

拠点Ｄ

帰り荷の確保により積
載率が倍増し、トラック
台数を削減

日帰りでの勤務を
可能とすること
で、
働き方を改善

スワップボディコンテナ車両のイメージ

連結トラックの特長

○ ドライバー１人で約２台分の輸送が可能
→トラックドライバーの労働生産性が向上

連結トラックのイメージ

（現状）（現状）

拠点A
13t

拠点Ｂ

拠点A
24t（全長21mの場合）

拠点Ｂ

拠点A
13t

拠点Ｂ

大型トラック 最大積載量

大型トラック 最大積載量

最大積載量
連結トラック

【活用例：幹線輸送での活用】

トラックドライバー１人で大型
トラック約２台分の輸送が可能

＜支える＞
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【４】災害等のリスク・地球環境問題に対応する
サステイナブルな物流の構築

27

＜備える＞



災害に強い物流システムの構築に向けた取り組み

全国各地域において、国土交通省が主催して地方自治体・ 民間物流事業者等が参画する協議会を開催する等し、以下をはじめとした取組を実施

●民間物資拠点のリストアップ（全国）

都道府県と物流事業者団体との間の輸送・保管・職員派遣に関する協力協定の締結を促進

●官民の協力協定の締結促進（全国）

・ 保管・在庫管理
・ 仕分け など

各地
（国等の確保し
た支援物資）

１次集積地（県管理） ２次集積地（市町村管理）

避難所等幹線輸送 地域内輸送 配 送・ 保管・在庫管理
・ 仕分け など

・ 物資拠点の不足 ・ 物流ノウハウの欠如 ・ オペレーションの錯綜

支援物資物流における輸送や在庫管理等の業務を円滑に行うためには、これらの業務に精通した
民間物流事業者のノウハウや施設を活用することが不可欠であることが顕在化

東日本大震災時の支援物資物流の流れにおいて発生した問題点

【東日本大震災以前】 【平成30年3月31日時点】

支援物資の広域的な受入拠点（広域物資拠点）としての活用を想定する民間物流施設
（民間物資拠点）を、全国で1458施設リストアップ

●多様な輸送手段を活用した災害時支援物資輸送協議会

主な取り組み内容

＜民間物資拠点のリストアップ状況＞

北海道 210 近畿 152 

東北 135 中国 51

北陸信越 88 四国 37 

関東 398 九州 169 

中部 210 沖縄 8 

合計 1,458
（平成30年3月31日時点）

• 輸送に関する協定 38 → 47
• 保管に関する協定 9 → 46
• 専門家派遣協定（輸送、保管） 18 → 82

災害時にトラックだけでなく、船舶、鉄道等も活用した支援物資輸送を実施できるよう、関係者による連携体制を構築
【平成26年度：関東ブロック、平成27年度：中部ブロック、平成28年度：中国、四国、九州３ブロック合同、平成29年度：近畿ブロック】

●災害物流研修の実施

大規模災害発生後において、地方公共団体等職員や物流事業者が円滑な支
援物資物流を実現するために、災害時における支援物資物流等に関する専門
知識を修得し事務能率の向上を図ること目的に平成25年度から実施。平成30
年度までに国、地方公共団体、物流事業者等のべ約270名が参加。

外部講師による講義 グループ討議

平成30年度以降は、熊本地震等での教訓を踏まえ、避難所までの支援物資輸送の実動訓練を行うなど、ラストマイルを含めた円滑
な支援物資輸送体制の構築に向けた取組を実施。

●ラストマイルを含む円滑な支援物資輸送体制の構築

＜備える＞
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直近の災害における支援物資輸送等

29

平成30年７月豪雨における支援物資輸送

幹
線
輸
送

各

避

難

所

主 な 物 資 拠 点

ラ
ス
ト
マ
イ
ル

輸
送

全

国

各

地

平成30年北海道胆振東部地震における支援物資輸送

各

避

難

所

主 な 物 資 拠 点

全

国

各

地

ラ
ス
ト
マ
イ
ル
輸
送

幹
線
輸
送

国土交通省の対応

• 各地方運輸局等に対して、輸送要請依頼等に備えて必要な準備を指示するとともに、物流事業者等に対し、支援物資輸送や
専門家派遣等の協力を要請

• 支援物資の保管等を行うための広域物資輸送拠点等の設置に向けて、被災自治体に民間物資拠点リストを提供するなど、
関係者との調整を実施

• 現地災害対策本部等へ職員を派遣するとともに、関係府省庁と連携し、必要な輸送手段を調整・手配

トラック・海運
・自衛隊 トラック

・自衛隊

トラック
・自衛隊

トラック
・自衛隊

平成30年台風第21号による被害等

関西国際空港が浸水等により一時閉鎖。空港内貨物上屋においては、屋根やシャッターの破損、貨物の浸水被害等が発生。

＜備える＞＜備える＞

B滑走路は9月7日に、A滑走路は9月14日に運用が再開。空港内貨物上屋についても、２期島については9月7日に、１期島については
9月14日以降、順次再開。



災害発生時における貨物利用運送事業法関係の規制緩和

○ たとえば、災害により寸断された交通網を回避するための代替輸送を行お
うとした場合、既に許認可を受けている事業計画及び集配事業計画に沿って
いなければ、当該計画の変更認可手続きが必要となる。

○ そこで、貨物利用運送事業に係る輸送力の確保のために必要となる事業
計画及び集配事業計画の変更認可申請については、手続きを弾力的に取り
扱うことで、迅速な輸送力の確保を図る。

第二種貨物利用運送事業者に対する手続きの弾力化

30

＜備える＞

【最近の実施例】

・平成３０年７月豪雨

・平成３０年台風第２１号



防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（一部抜粋）

洗掘防止工、異常検知システムの導入等の豪雨対策

法面防護工等の斜面崩壊対策 鋼板巻きによる高架橋等の耐震補強等

○実施主体： 鉄道事業者

○期間： 2020年度まで

○内容：

橋脚の基礎部分をブロック等で補強すること（洗掘防止工）によって、
橋脚の洗掘に伴う橋梁の流失・傾斜を防止。

また、万が一、橋梁が傾斜する等の異常が発生した場合に、これをセ
ンターで検知し、列車が橋梁に進入することを防止する信号設備（異
常検知システム）を整備。

○実施主体： 鉄道事業者

○期間： 2020年度まで

○内容：

モルタル吹き付けやコンク
リート枠による補強（法面防
護工）等を実施し、線路内へ
の土砂流入等の被害を防止。

○実施主体： 鉄道事業者

○期間： 2020年度まで

○内容：

鉄板巻き等の耐震補強を実
施することで、高架橋等の大
規模地震による倒壊・損傷を
防止。

防災のための重要インフラ等の機能維持や国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持の
観点から、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策について、2018年度～2020年度の三年間で
集中的に実施。貨物鉄道に関連する対策のうち主なものは以下のとおり。
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＜備える＞＜支える＞



【５】新技術（IoT、BD、AI等）の活用による“物流革命”

32

＜革命的に変化する＞



新技術の活用による“物流革命”

小売店・消費者

輸送の多頻度化・小口化などによる非効率の発生や、物流分野における将来的な労働力不足に対応するため、
新技術（IoT、BD,AI等）の活用による“物流革命”の実現などにより、社会全体で持続可能で効率的な「強い物流」
の構築を図る。

物流拠点

庫内作業の効率化

ＡＧＶ
（無人搬送車）

配送作業の効率化

ﾄﾗｯｸ予約受付ｼｽﾃﾑ

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

①

②

③

入出庫の効率化

トラック幹線輸送の効率化

トラックの隊列走行

幹線輸送
配送

配送

荷
卸
し

自動倉庫型
ピッキングシステム

サプライチェーン全体の効率化

連結トラック

港湾

海上輸送

ロボネコヤマト

RFIDの活用

海運の効率化

自動運航船

AIターミナル

コンテナターミナル運営の効率化

「モノの動き」と「取引の動き」
の見える化

ドローンによる荷物配送

33

＜革命的に変化する＞



小型無人機の物流への活用

事例２ ： 倉庫内の在庫管理等 （日本通運等）事例１ ： ドローン配送サービス （楽天・ローソン）

〇小型無人機（いわゆるドローン等）は、離島や過疎地における荷物輸送等の物流への活用につ
いて注目されている。

○ 移動販売車と連携して、ドローンで店舗から
迅速に商品を配送

→過疎地域等における買物支援

○ 広い倉庫での棚卸し作業や高い位置の在庫の
確認をドローンで実施

→倉庫内の在庫管理等の効率化・省力化

飛行しながら
荷物情報を読取

配送・庫内作業の省人化・効率化

＜革命的に変化する＞
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【６】人材の確保・育成

35

＜育てる＞



物流現場の多様な人材確保や高度化する物流システムのマネジメントを行う人材の育成等

高度化する物流システムを企画・設計・管理する人材の育成

＜育てる＞

○ 欧米企業は、CLO、CSCOのもとで、多様なオペレーション運
営に先進的な解析技術を活用し、卓越したサプライチェーンの
構築により、優れた業績を収め、評価されている。

出典：LOGI-BIZ (ライノス・パブリケーションズ)2016,8 pp46-49

The Gartner Supply Chain Top 25 for 2016

36物流に関する高度な資格の取得者数 ： 4,247人（2013～2016年度） ⇒ 4,700人（2017～2020年度）

○ 日系企業の最上位は、トヨタ自動車の37位。

物流に関する資格の取得促進による高度物流人材の育成

・ ＪＡＶＡＤＡ（中央職業能力開発協会）の実施する「ビジネスキャリア検定（ロジスティクス分野）」＝通称『ロジ検定』
・ ＪＩＬＳ（（公社）日本ロジスティクスシステム協会）の開催する資格認定講座（「物流技術管理士」等） など

ロジスティクスの管理に関する主な資格・検定



国土交通省物流審議官部門 平成31年度予算（一般会計・エネ特）の概要

総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）に掲げられた「強い物流」を構築するため、物流の生産性向上に向けて示された視点

（①繋がる、②見える、③支える、④備える、⑤革命的に変化する、⑥育てる）を踏まえ、新技術の活用に関する調査研究や高度物

流人材の育成のための調査を含め、多様な施策に取り組む。

１．＜繋がる＞サプライチェーン全体の効率化・付加価値の創造

（１） 連携・協働による物流の効率化・低炭素化

（２） アジアを中心とした物流のシームレス化・高付加価値化

２．＜見える＞物流の効率化を通じた働き方改革の実現

３．＜支える＞インフラの機能強化による物流の効率化

４．＜備える＞
災害リスク・地球環境問題への対応

（１） 災害リスクに備える
＜補助金＞
◆鉄道・海上輸送への転換等に係る計画の策定支援･運行支援〔37百万円〕

＜調査＞
◆物流の生産性向上の推進〔17百万円の内数〕
（諸外国における新技術等の活用状況及び日本への導入に際しての課題等の調査）

◆物流システムの国際標準化の推進（日本型コールドチェーンの構築支援）
〔17百万円の内数〕〔1,697百万円の内数〕

◆物流産業の海外展開の促進・先駆的取組の支援〔1,697百万円の内数〕
（海外進出障壁に係る調査、政策対話、物流パイロット事業の実施）

＜調査＞
◆国際物流のシームレス化の推進〔17百万円の内数〕
（日中韓物流大臣会合に基づく取組の推進）

◆バース予約調整システムの導入支援〔1,045百万円の内数〕

◆スワップボディコンテナ車両の導入支援〔1,045百万円の内数〕

◆オープン型宅配ボックス等を活用した再配達削減
〔1,045百万円の内数〕

◆連結トラックの導入支援〔1,045百万円の内数〕

◆高品質低炭素型の鮮度保持コンテナ等の導入支援
〔1,045百万円の内数〕

◆物流総合効率化法の認定計画と連携したスポット的なインフラ
整備事業に対する重点配分（社会資本整備総合交付金（広域連携事業）と連携）

＜補助金＞

（２） 地球環境問題に備える

◆ラストマイルを含む円滑な支援物資輸送体制
の構築〔13百万円〕

＜補助金＞

＜補助金＞

＜参考＞

＜調査＞

◆冷凍冷蔵倉庫への省エネ型自然冷媒機器の導入支援
〔7,500百万円の内数〕

５．＜革命的に変化する＞
新技術の活用による”物流革命”

＜参考＞
◆戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）「スマート物流サービス」

物流・商流データプラットフォームの構築等 〔280億円の内数〕

■連結トラック■連結トラック

６．＜育てる＞人材の確保・育成

＜調査＞
◆物流分野における高度人材の確保・育成に向けた調査【新規】
〔11百万円〕

卸企業/倉庫 小売り店舗生産企業 消費者港湾(輸出入)

輸送手段共有化
(共同配送、乗継、自動配車等)

トレーサビリティ(商品情報、物流品質等)

港湾物流効率化
(コンテナダメージチェック等)

ブロックチェーン等

企業間を跨る物流・商流情報の活用・提供(情報サービス基盤)

物流センター
自動化

＜研究開発＞
◆農林水産物・食品の輸出拡大に向けた取組の推進〔135百万円の内数〕
（新型航空保冷コンテナの研究開発）

■ASEANで拡大する冷凍冷蔵食品市
場

■スマート物流サービスのイメージ

一

次

物

資

拠

点

調

達

先

工

場

等

各

避

難

所

あ円滑な支援物資輸送の実現

幹
線
輸
送

市

町

村

物
資
拠
点

市

町

村

物
資
拠
点

ラ
ス
ト
マ
イ
ル

■支援物資輸送のイメージ

中継拠点で荷台を交換

拠点A

拠点B

拠点Ｃ

拠点Ｄ

帰り荷の確保により積載率が
倍増し、トラック台数を削減 日帰りでの勤務

が可能となり、
労働環境が改善

■スワップボディコンテナ車両を活用した中継輸送■スワップボディコンテナ車両を活用した中継輸送

■ビール業界では共同輸送が普及
平
成
29
年
１
月
20
日
日
経
新
聞

■鉄道用鮮度保持コンテナ■鉄道用鮮度保持コンテナ

＜補助金＞
◆手ぶら観光カウンターの整備・機能強化の支援 〔5,474百万円の内数〕

37


